
埋 蔵 文 化 財 包 蔵 地（遺 跡）の 照 会
事業計画地が埋蔵文化財包蔵地に該当するか、教育委員会事務局歴史遺産課へお問い合わせください。

周知の埋蔵文化財包蔵地（遺跡）で土木建築工事を行う場合 手続きフロー

事 前 協 議
試掘調査の要不要を検討します。

遺跡に該当せず 遺跡に該当

事 前 協 議
分布調査の要不要を検討します。

分布調査依頼書提出

分布調査
必要

試掘調査
不要

試掘調査必要

試掘調査依頼書提出
依頼者が地権者以外の

場合は、地権者承諾書も
必要です。

試 掘 調 査
※原則教育委員会負担

遺跡への
影響あり

遺跡への
影響なし

計画変更協議
遺跡を破壊しないため

埋 蔵 文 化 財 発 掘 届 の 提 出
文化財保護法93条の規定により、工事着手60日前までに届出を行う必要があります。

慎 重 工 事 工 事 立 会 発 掘 調 査
※原則事業者負担

工 事 着 手
市専門職員が立会います。

計画変更協議
遺跡を破壊しないため

工 事 着 手
工事着手後に遺跡が発見された場合でも、教育委員会事務局歴史遺産課と協議が必要です。

分 布 調 査
市職員が踏査します。

可能性
あり

可能性
なし

遺跡への
影響あり

遺跡への
影響なし

・届出を行わず建築工事等により遺跡を破壊した場合、事業主(施主)は文化財保護法により罰せられる場合があります。
・発掘調査については、事業内容により国庫補助金が活用できる場合があります。事前に市教委と協議してください。
・工事中に遺跡が発見された場合、文化財保護法第96条の規定により、市教委と協議する必要があります。
・分布調査は、事業地が１ha以上である場合、周辺に周知の埋蔵文化財包蔵地が所在する場合、埋蔵文化財の所在確認を行ったこ
とがない場合などに行います。

指示、勧告は３種類です

分布調査
不要


